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１．はじめに

近年，温暖化をはじめとする地球規模での環境問題に対

して高い関心が寄せられ，とくに民生部門における省エネ

ルギーの推進が強く望まれている．その方策の１つとして，

都市の中心部のような，比較的小さな地域毎に二酸化炭素

の排出を最小化する高効率なエネルギー供給システムを計

画することが考えられるが1），そのためには，個別需要家

における暖房・冷房・給湯等の最終用途別・時刻別エネル

ギー需要に関するデータ（用途別エネルギー需要日負荷曲

線）が欠かせない．一方，需要家自体で省エネを図るため

にも，その実態を詳細に把握することが重要である．

エネルギー消費の実態は，計測により明らかにできるが，

一般に最終用途別需要の計測は，費用や労力の面から実施

が困難である．そのため，世界各国で実施済み，あるいは

現在進行中の計測プロジェクトがいくつかある2－5）ものの

その数は少なく，我が国においても基礎データの蓄積が十

分に行われている状況ではない6）．

そこで，著者らはデータの蓄積が進んでいない家庭部門

に注目し，１戸建て住宅におけるエネルギー消費の計測調

査を実施した7）．しかし一般に計測調査では費用の面から

用途別エネルギー消費日負荷曲線を直接的に得ることは難

しい．そこで，計測結果に基づいて用途別エネルギー日負

荷曲線を推定する（以下では用途別分解と呼ぶ）ための手

法を確立することが重要な課題となる8），9）．

本論文では，計測調査ならびにその結果の概要を述べる

とともに，用途別分解手順の１つを提案し，用途別分解が

可能になるための要件を明らかにする．提案手順に沿って

得られた計測対象住宅における用途別エネルギー消費の現

状についても言及する．

２．計測調査の概要

2.1 計測対象世帯

計測調査は京都府南部に位置する関西文化学術研究都市

内のニュータウンで行った．調査に先立ち，1998年２月に

同地域においてアンケート調査を行い需要家の計測調査へ

の参加協力意向ならびにエネルギー消費の概略等を明らか

にした．配布数1,700に対し有効回答は326（19.1％）で，
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Abstract
An extensive monitoring project has been carried out in which end-use electric power, city gas consumption
and ambient and room temperature for every 30 minutes are measured for 40 residential houses in a newly
developed town in the suburb of Kyoto. The primary purpose of this project is 1) to estimate the end-use energy
load curves for planning distributed autonomous urban energy systems, 2) to estimate the potential for energy
saving and to find effective ways to achieve energy saving in the residential sector. The monitoring system is
completely automatic, and the data for the period from Oct. 1998 to Nov. 1999 has been acquired successfully. The
measured data were separated into end-use purposes such as the demand for space cooling and heating, hot water
and cooking, and daily load curves for each end-use have been estimated from the measured data. In this paper,
the monitoring project and the method of separating the measured data into end-use purposes will be described in
detail first. Second the present state of end-use energy demand in the relatively new typical residential houses in
Kansai region will be given.
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本計測調査への協力意思表示は192軒であった．また，212

軒について年間を通した月別エネルギー消費量（電力＋都

市ガス＋灯油）が得られた．

本調査では費用面から計測対象世帯数を40とし，協力意

思表示のあった世帯から次のことを考慮して選択した．

１）夫婦と子供２人の４人世帯を中心とする．

２）住宅用エネルギーシステムを冷暖房機器の種類で分類

し，各グループの数を均等化する．

３）高気密高断熱住宅の世帯，太陽熱給湯利用世帯，床暖

房利用世帯をそれぞれある程度含める．

４）年間エネルギー消費量を広く分布させる．

なお，アンケート調査において高気密あるいは高断熱仕様

になっているか否かを問い，そうであると回答した住宅を

「高気密高断熱住宅」としている．

抽出した計測対象世帯の概要は表１のとおりである．ア

ンケート調査から得られた年間エネルギー消費量は図１に

示すとおり約20～100GJまで広く分布し，その単純平均は

50.6GJで同年の全国平均10）を９％程度上回っていた．また

同図に示すとおり計測対象住宅のエネルギー消費量は上記

４）に従い広く分布している．計測期間は1998年10月から

1999年11月の14ヶ月間とした．

2.2 計測システム

本計測調査で使用した計測システムは図２に示すとおり

である．計測対象としたのは，電力，都市ガス，灯油の消

費量，および温湿度である．

まず電力については，住宅全体およびエアコンやテレビ

といった主要な電気機器の有効電力量について，30分毎の

積算値を，住宅全体の消費量についてはLSM（Load Survey

Meter）と呼ばれる機器，電気機器の消費量については子

機と呼ばれる機器（本システムでは最大８台まで設置可能）

を使用して計測した．LSMは電力量計もしくはブレーカ

ボックスの近くに設置し，子機は各電気機器とコンセント

の間に挿入する．計測されたデータはパルス値で収集され，

あらかじめ定められた重みを乗じることにより電力消費量

［Wh］に換算される．消費電力［W］に換算する場合は，

0.5時間で割った30分間の平均消費電力をそれとする．

LSMおよび子機で収集された電力消費量データは，屋内

の配電線を通して電話機に接続された電力用発信機（NCU：

Network Control Unit）まで伝送され，一旦NCU内のメ

モリに蓄積される．その後，毎夜ノーリンギング回線（電

話をかけた際，呼び出し音が鳴らない電話回線サービスで，

データ収集等に利用できる）を通して大阪大学内に設置さ

れたデータ収集装置に収集される．

都市ガスについては，住宅全体の消費量のみを30分毎の

積算値で計測した．データはパルス値で収集され，ガスメ

ータ毎の換算定数を乗ずることにより都市ガス消費量

［m3］に換算される．なお，収集されたデータはガスメー

タに都市ガス用NCUを接続することにより，電力消費量

と同様に電話回線を通してデータ収集装置に収集される．

灯油については消費量の実測を行うことは困難であるた

め，各需要家に購入量の記録を依頼した．

３．計測結果のデータ処理

3.1 用途別エネルギー消費量の推定

本計測調査の主たる目的は，用途別のエネルギー消費の

実態（日負荷曲線を含む）把握を行うことである．用途の

定義について厳密なものはないが，コージェネレーション

システム等エネルギーシステム計画の際に通常用いられる

主な用途は暖房・冷房・給湯・厨房・電力特定の５つであ

表１ 計測対象世帯の概要

図１ 事前アンケート調査による世帯あたり年間エネルギ

ー消費量（２次エネルギー）

図２ 計測システム
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る．ここで，電力特定とは，都市ガスや石油で代替できな

い電力需要を指している．本研究でも，基本的にこれら５

つの用途を考えることとした．

電力に関して用途別エネルギー消費量を把握するには，

全ての電力消費機器について同時に計測を行えば良い．し

かし，子機の数は最大８台であるため，季節毎に子機の接

続を変更し，主な機器について網羅的に計測したが，計測

期間全域にわたって計測した機器は限られている．したが

って計測期間以外の時期についての電力消費を何らかの方

法により推定する必要がある．また，都市ガスについては，

用途別の消費量は直接計測できないため，住宅全体の需要

から何らかの方法により推定しなければならない．これら

の推定のためのデータ処理を著者らは単に用途別分解と呼

んでおり，以下で詳しく述べる．

3.2 電力消費の用途別分解

電力消費量の用途別分解は，基本的に計測した機器を各

用途に振り分けることにより行う．ここでは各電気機器の

用途への振り分けを図３に示すとおりとした．年間を通じ

て，あるいは使用中の全期間について計測した機器は，暖

房機器（都市ガス・灯油使用機器も含む），冷房機器およ

びガス給湯器である．これら以外の機器については一部の

期間についての計測となっており，未計測期間の電力消費

量は推定しなければならない．

図４は同一種別の複数台の機器について電力消費量（月

平均１日あたり消費量）の月別変動を示したものである．

冷蔵庫については変動幅が大きく，気温の影響が明らかで

あるが，他の機器については変動幅がそれ程大きくなく，

またその変動を説明する要因も明確ではない．そこで，冷

蔵庫については気温の影響を加味して未計測期間中の消費

量を推定し，他の機器については基本的に計測期間中の消

費量の平均値を未計測期間中の推定値とした．

図５は冷蔵庫について，月平均外気温と需要比（１日あ

たり電力消費量を年間電力消費量で正規化したもの）との

相関を示したものである．この相関は極めて高く，２次曲

線近似の決定係数はおよそ0.99となった．得られた２次式

は以下のとおりである．

f（t）＝t2－5t＋457 ……………………………………（1）

この式により，計測期間中の月別１日あたり電力消費量お

よび月平均外気温を用いて，未計測期間の月別１日あたり

電力消費量を以下のように推定する．

E'm=αrf（tm）……………………………………………（2）

ただし，αrはΣm∈S［Em－αf（tm）］2を最小にするαの値，
E'm：冷蔵庫の月mにおける平均１日あたり電力消費量推

定値，Em：同計測値，S：計測した月の集合である．

次に図６は，図４に示した機器・月について，時刻別電

力消費量を当該機器の１日あたり電力消費量で正規化した

図４ １日あたり電力消費量の推移

図３ 各電気機器の用途分類

図６ 電力消費の時刻別推移パターン（各月平日平均）

図５ 平均外気温と日別電力消費量の割合の相関（冷蔵庫）
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結果を描いたものである．図６より，これらの機器の日負

荷パターンは月によらずほぼ一定であることがわかる．と

くに冷蔵庫およびテレビについてはその傾向が強い．この

ことから，未計測期間中の日負荷パターンは計測期間中の

パターンと同一であると仮定しても大きな差異は生じない

と考えられる．

以上のことから，ここではまず月平均１日あたり電力消

費量を推定し，その後日負荷曲線へ展開することにより，

機器ごとに未計測期間中の電力消費を推定することとし

た．用途別分解は，この推定の後，機器を各住宅各用途で

まとめることにより完了する．なお，図３における電力特

定用中の「その他」は，住宅全体の電力消費量から計測し

た機器の電力消費量の総和を引いた値とする．「その他」

には照明機器，ファクシミリ，インターフォンなど計測し

ていない機器の電力消費量が含まれている．主たる消費は

照明機器によるものと考えられるが，その分解は使用に関

する情報不足のため本研究では行っていない．

3.3 都市ガス消費の用途別分解

住宅における都市ガスの用途は，一般的に厨房，給湯，

暖房である．本計測調査では住宅全体の都市ガス消費量の

みを計測しているが，併せて都市ガス消費機器の電力消費

量も計測し，それらの稼働情報を得ている．

図７は，21時～翌日４時における都市ガス消費量を給湯

用であるとみなし，同時刻のガス給湯器の消費電力（ただ

し，待機時消費電力相当分は差引いた）と都市ガス消費量

の相関の例を示したものである．図７ａ）では相関が高い

が，図７ｂ）ではほとんど相関が無い．対象住宅40軒のう

ち，図７ａ）のようになるのはわずか３軒であった．この

ように給湯器の消費電力と都市ガス消費量との相関図がば

らつくのは，30分間の積算であることや，風呂の湯張りや

追い焚きなど異なる運転モードが存在することに起因す

る．

一方，厨房用の都市ガス機器は主としてガスコンロであ

り，使用状況に関する電力消費量からの直接的な情報はな

い．しかし，他の都市ガス消費機器が全て稼働していない

時刻に都市ガスが消費されていれば，その消費量は厨房用

と特定できる．計測データを調べると，夏期・中間期（こ

こでは５月～９月の５ヶ月間）には該当するデータが数多

く存在した．一方，冬期については以下のような理由から

厨房用と特定できるデータが少なくなる．

・食器の洗浄等のためにガス給湯器を併用することが多

い．

・ガス給湯器の凍結予防ヒータが頻繁に稼働する．

・都市ガス暖房機器を保有する世帯では，給湯および暖房

用の消費が共にない時間帯が少ない．

そこで，ここではまず厨房用と特定できるデータの多い

夏期・中間期において用途別分解を行い，その結果を利用

して冬期の用途別分解を行うこととした．その手順を以下

に述べる．

StepA：ここではまず厨房需要を特定する．すなわち中

間期・夏期の日d，時刻h（０～47）における住宅全体の

都市ガス消費量Gd, hについて，もし同日同時刻においてガ

ス給湯器が使用されていなければこれを厨房用と特定す

る．この特定ができない場合，すなわち厨房，給湯用が共

に含まれる場合は，当該日前後のある期間での同時刻の厨

房用と特定可能なデータを用い，式（3）で定義される厨

房需要率pcd, hを算出する．

pcd, h＝（Σd' gco, d', h/cd, h）/（Σd' Gd', h/Wd, h）……………（3）

但し，g：用途が特定された都市ガス消費量，c：厨房用

と特定されたデータ数，W：厨房用と特定可能なデータを

探すために読み出す日数である．添え字のcoは厨房用を表

す．Gd, hにこの厨房需要率を乗じたものをその時刻の厨房

用消費量とする．給湯用消費量は全体から厨房用を差し引

いたものとする．

ここで，厨房用と特定可能なデータの数が少ない場合，

厨房需要率の信頼性は低くなる．また，厨房需要は電力消

費と同様季節に依存して変化すると考えられ，前後でデー

タを読み出す日数は適切に設定する必要がある．そこでc

の下限値ならびにWの上限値をパラメータとして与え，W

の範囲内でcの下限に達しない場合は別の処理（StepB）

に進むこととした．試行錯誤の結果，cの下限値は５，W

の上限値は50日と設定した．これで，基本的に中間期およ

び夏期のデータはStepAで処理され，その用途分解は概ね

妥当であると考えられる．なお，休日のデータは生活パタ

ーンが変化する可能性が高いと考え，ここでは考慮してい

ない．

StepB：これは，StepAで厨房用を抽出できなかった場

合の処理で，先に給湯需要を特定する．すなわち，StepB

図７ ガス給湯器消費電力と都市ガスの相関関係例
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ではガス給湯器の電力消費量と都市ガス消費量が比例関係

にあると考え，日dにおいてガス給湯器の消費電力が最大

となる時刻Tの都市ガス消費量Gd, Tを用い，ガス給湯器の

消費電力から給湯用消費量を特定する．厨房用は住宅全体

の都市ガス消費量から給湯用を引いたものとする．但し給

湯用が全体の消費量以上となった場合，給湯用は全体の消

費量と等しいとし，厨房用は０とする．

以下では，ある住宅についてのStepAおよびBの詳細な

アルゴリズムを示す．添え字は式（3）と同一である．

StepA1：もし，ガス給湯器の消費電力から待機時消費電

力を引いた値Ed, hが０ならgco, d, h＝Gd, hおよびghw, d, h＝０

（hwは給湯用を示す添え字）とし，次の時刻のデータへ進

んでStepA1を繰り返す．Ed, hが０でない場合はStepA2へ．

StepA2：日dの前後それぞれ1/2Wd, h日分の同時刻hのデー

タから厨房用と特定可能なデータの数cd, hを調べる（Wd, h

の初期値は30とする）．cd, h≧５ならStepA3へ．cd, h＜５な

ら，Wd, h＝Wd, h＋2としてStepA2へ．もし，Wd, h≧50なら

StepBへ．

StepA3：pcd, hに住宅全体の都市ガス消費量Gd, hを乗じたも

のを厨房用消費量とする．すなわちgco, d, h＝pcd, h・Gd, h．給

湯用消費量はghw, d, h＝Gd, h－gco, d, hとおき次の時刻のデータ

へ進んでStepA1へ．

StepB1：式（4）を用いて給湯用消費量ghw, d, hを推定する．

なお，Tはガス給湯器の消費電力が最大となった時刻を示

す．

ghw, d, h＝（Gd, T / Ed, T）×Ed, h ……………………………（4）

StepB2：もし，ghw, d, h＜Gd, hなら，gco, d, h＝Gd, h－ghw, d, hとお

きStepA1へ．ghw, d, h≧Gd, hなら，ghw, d, h＝Gd, h，gco, d, h＝０と

おき次の時刻へ進んでStepA1へ．

StepAおよびBのフロー図を図８に示す．以上で中間期

および夏期のデータ処理が完了する．以上の処理から明ら

かなようにこれらの期間については，毎日毎時刻について

厨房，給湯への分解が行われる．

次にStepCは，以上で求めた中間期および夏期における

用途別分解結果を基に冬期における用途別分解を行うため

の処理である．その考え方は以下の通りである．

まず，都市ガスの用途が厨房および給湯需要のみの住宅

については，StepAおよびBを冬期の用途別分解に適用す

ることが原理的に可能である．これらの住宅について

StepAおよびBを適用した結果，StepAでの処理がほとん

どを占め，用途別分解が妥当であろうという結果となった

住宅（妥当性については後で再度述べる）が８軒得られた．

８軒の厨房および給湯用各月平均１日あたりの消費量の

推移を見ると，大きさは異なるものの，変化のパターンは

各用途においてほぼ同様であった．そこで，この変化パタ

ーンを中間期および夏期のデータに最小二乗法を用いて当

てはめ，まず冬期の各月１日あたり厨房・給湯用消費量を

推定する．次に，これらの日負荷曲線は，各住宅における

中間期および夏期の平均的な厨房・給湯用日負荷パターン

を上記の冬期各月１日あたり消費量に乗じることによって

推定される．暖房は住宅全体から厨房・給湯分を差引いた

残りとする．なお，太陽熱温水器の有無により，給湯用消

費量の季節推移は異なる．これについては，給湯用消費量

の正規化を行う際に，太陽熱温水器の有無によって住宅を

２つに分類して区別する．アルゴリズムの詳細については

スペースの関係で割愛する．参考文献7）を参照されたい．

以上の処理方法からわかるように，都市ガス暖房住宅は冬

期については毎日毎時刻の用途別分解はできず，各住宅に

ついて冬期各月の平均的な日負荷曲線についての用途別分

解となる．

最後に灯油に関しては実測を行わず各住宅に購入量の記

録を依頼した．対象住宅の灯油の使用用途は暖房のみであ

り，用途別分解の必要はない．30分毎の消費量は，年間の

灯油消費量が灯油消費機器消費電力（但し待機時消費電力

は差引いた値）に比例すると仮定し，各時刻の灯油消費機

器の消費電力から推定した．

４．都市ガス消費用途別分解の妥当性に関する考察

節３では，都市ガス消費の用途別分解について詳述した．

本節では，提案した手法によるデータの処理状況に基づき，

推定結果の妥当性について述べる．

図９は，都市ガス消費が発生しているデータに対する各

Stepでの処理の割合を示したものである．なお，図９に

おいて示しているのは，都市ガスで暖房を行っていない住

宅16軒の５月～９月の５ヶ月間における結果である．同図

より，StepAで処理されるデータが多いことが明らかであ

る．16軒平均では，厨房用と特定されたデータの割合が最

も高く59.8％で，次いでStepAの厨房需要率を用いて推定図８ StepAおよびBのフロー図
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されたデータが35.3％，StepBで処理されたデータが4.9％

であった．

StepAによって処理される場合には，同一住宅・同時刻

の厨房用都市ガス消費量からの推定となるため，推定結果

の妥当性は高いと考えられる．また，StepBの処理が必要

となる場合，その前後の時間帯の消費状況から風呂の湯張

りや追い焚きなどの運転モードが特定可能な場合が多いた

め，その時間帯で比例関係を想定した処理を行ったことは，

図７ｂ）から受けるイメージほど不自然ではない．しかし，

StepBで処理されたデータについては，明らかな誤りの有

無について逐一検討しておく必要があろう．図９に示した

16軒については，異なる運転モードが存在すること，厨房

の都市ガス消費量に上限値を設定できることなどを考慮し

検討した結果，２，３の時点のデータを除いて分解結果に

明らかな誤りは見出されていない．

都市ガス暖房を行っている住宅についても，夏期・中間

期の処理結果は図９と同様となっており，夏期・中間期に

おいては精度良く用途別分解ができたと推測される．これ

らの処理は，ガス給湯器の電力消費量を常時計測すること

によって可能となる．

次に，冬期におけるデータ処理について述べる．節３で

も述べたように，都市ガス暖房の住宅では，冬期において

StepAおよびBを適用することが不可能であるため，都市

ガス暖房でない住宅の変化パターンを用いる必要がある．

都市ガス暖房でない住宅16軒の冬期についてStepAおよび

Bを適用した結果，図９と比べるとStepBによって処理さ

れるデータの割合が全ての住宅において増加するものの，

夏期・中間期においてStepAによる処理が多い住宅は冬期

においてもその処理が多かった．StepAによる処理が多い

程，用途別分解の精度が高いと考えると，夏期・中間期で

精度の高い住宅は，年間通して比較的精度良く推定可能で

あると言える．以上の考察より，複数の住宅の計測調査を

行って用途別分解を行う上での要件として以下のことを挙

げることができる．

１）給湯器の稼働情報（本研究では給湯器の電力消費量を

計測）を得ること．

２）年間を通して計測する．

３）計測対象に都市ガス暖房でない住宅を含める．

４）同一地域で計測を行う．

５．関西文化学術研究都市内住宅における用途別エ

ネルギー消費の現状

本節では節３で述べた用途別分解を行った結果に基づ

き，計測対象住宅における用途別エネルギー消費の現状を

述べる．なお，エネルギー消費量の単位については，電力

１Wh＝3.6kJ，都市ガス１m3＝46.046MJ，灯油１リット

ル＝37.2554MJとした．

図10は，用途別分解した結果得られた月別用途別電力日

負荷曲線および都市ガス・灯油日負荷曲線を代表月として

冬期は２月，中間期は５月，夏期は８月について示したも

のである．なお，一部の住宅については様々な事情により

分解が行えておらず，妥当と考えられる30軒の平均につい

て示している．電力，都市ガス・灯油共に朝食時のピーク

があり，昼食時の小さなピークを経て夜のピークを迎える

というパターンであり，住宅に特徴的な時間変化であると

言える．また，２月については朝・夜の暖房と，夜のピー

図10 用途別エネルギー日負荷曲線

図９ ５月～９月のデータ処理状況
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ク時の給湯でのエネルギー消費が多いのが目立つ．また，

電力特定分中の「その他」の消費量も増加している．電力

と都市ガス・灯油の日負荷曲線を比較すると，１）都市ガ

ス・灯油の時間変化が急峻である，２）通常電力消費が少

ないと考えられる深夜から早朝にかけてもピーク時の1/3

程度の消費電力があり，ベース負荷相当分が存在している，

といった特徴が挙げられる．なお，図10では平均値につい

て示したが，変化のパターンはライフスタイルや使用機器

によって各住宅ごとに大幅に異なっている．これらのデー

タは，エネルギーシステム計画に必要な基礎データとして

様々な形で利用できる11）．

図11は各住宅について用途別年間エネルギー消費量を示

したものである．なお，図11では各月平均１日あたりの月

別消費量から年間消費量を推定している．図11において，

30軒平均の住宅全体年間エネルギー消費量は49.5GJで，給

湯・暖房・電力特定その他の３用途が占める割合が大き

く，構成比はそれぞれ29.2，27.8，18.0％（１次エネルギ

ー換算：18.8，20.3，30.4％）であり，３用途合計では

75.1％（１次エネルギー換算：69.4％）を占めていた．ま

た，各用途の分散に着目すると，大きい順に暖房・給湯・

電力特定その他（標準偏差：8.9，7.7，3.0GJ）であり，こ

れらの用途については住宅によるばらつきが大きい．すな

わち，給湯・暖房といった熱エネルギーと，照明を主とす

る電力特定分中の「その他」は，住宅におけるエネルギー

消費の多寡の大きな要因となり得ることを示している．

６．おわりに

主な結論は以下のとおりである．

１）計測調査結果に基づき，用途別エネルギー消費日負荷

曲線を推定する手順を確立した．手順に従い都市エネ

ルギーシステム計画の基礎データとして有効な住宅の

用途別エネルギー消費日負荷曲線が推定できた．

２）都市ガスの用途分解の要件を示した．

３）推定結果に基づき計測対象住宅における用途別エネル

ギー消費の現状を概観した．家族構成が同じような住

宅でもエネルギー消費に大きな差があり，その主な要

因は給湯・暖房といった熱エネルギーと，主たる用途

は照明である電力特定分中の「その他」であると言え

る．

今後の課題として，更なるデータの蓄積，用途別分解手

法の精度向上は勿論のこと，得られたデータを利用して，

住宅における省エネルギー可能性に関する分析を経済性・

環境性も考慮に入れ定量的に行うことが挙げられる．

なお，本研究は日本学術振興会未来開拓学術研究プロジ

ェクト「環境負荷低減を目的とした新しい自律分散型都市

エネルギーシステム」（JSPS-RFTF97P01002）の一環とし

て行ったものであることを付記し，関係各位に謝意を表す

る．また計測調査には7大阪科学技術センター，7関西文

化学術研究都市推進機構，京都府精華町および木津町およ

び大阪ガス㈱の協力を得た．ここに謝意を表する．

図11 年間用途別エネルギー消費量

（２次エネルギー：30軒，用途別分解結果）
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